
○プロジェクトの概要
人口増や気候変動、コロナによる世界的な社会問題が顕在化
するなか、SDGsやパリ協定等の目標達成のため、地域資源をエ
ネルギーとして最大限活用し、環境負荷を軽減した食料生産シス
テムを確立するとともに、これらの取組をICT等の活用により見える
化し新たな地域の価値創出につなげることにより、地産地消で自
立的な分散型社会の構築が求められている。
このため、本提案では、「地域エネルギーによるカーボンニュート
ラルな食料生産コミュニティの形成」をビジョンに掲げ、日本の再
生可能エネルギーと食料供給基地である北海道を主な舞台に世
界を見据え、大学や企業、自治体等の技術・人材を結集し課題
解決（課題再構築を含む）と持続運営のための大学の自立化
を推進する。
○ビジョンを達成するためのターゲット
ターゲット①：地域資源を簡易に貯蔵・輸送可能なエネルギー

に変換する技術の確立
ターゲット②：地域エネルギー利用型食料生産技術の確立
ターゲット③：地域の新たな価値を創出する情報基盤の確立

拠点名称：地域エネルギーによるカーボンニュートラルな食料生産コミュニティの形成拠点
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拠点ビジョンとSDGsとの関連性

ビジョン実現によるコミュニティの姿

ターゲットと課題設定

①地域資源を簡易に貯
蔵・輸送可能なエネル
ギーに変換する技術の

確立
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を製造する技術
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利用技術
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課題５：地域通貨システム

課題６：情報基盤技術

実証試験

ターゲット 研究開発課題

②地域エネルギー利用型
食料生産技術の確立

③地域の新たな価値を創
出する情報基盤の確立

国内の農林水産地域及び
世界の人口増加地域の人々が
持続可能な生活基盤を創るために
地域資源を最大限利用
することにより、
「エネルギーと食料」
の面から
地域経済を自立化できる社会
を目指します。
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